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代表者名 代表取締役社長 星野 洋 

（コード：3783、東証マザーズ） 

問合せ先 経営管理部門長 花嶋 志郎 

（TEL 03-5770-5641） 

ウェルネット株式会社による当社普通株式に対する公開買付けに関する賛同意見表明 

及び同社との資本業務提携契約書の締結のお知らせ 

 

当社は、平成23年６月７日開催の取締役会において、ウェルネット株式会社（コード番号：2428 ＪＡ

ＳＤＡＱスタンダード市場、以下「公開買付者」といいます。）による当社普通株式に対する公開買付け

（以下「本公開買付け」といいます。）について、賛同の意見を表明するとともに、本公開買付けに応

募するか否かについては中立の立場をとった上で、株主の皆様のご判断にお任せすることが最善

であるとの意見であること、及び公開買付者との間で資本業務提携（以下「本資本業務提携」といい

ます。）契約を締結することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいたします。 

記 

１． 公開買付者の概要 

（１） 名 称 ウェルネット株式会社 
（２） 所 在 地 東京都千代田区内幸町１丁目１番７号 NBF 日比谷ビル 26 階

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 宮澤 一洋 
（４） 事 業 内 容 代金決済・電子請求・電子決済、 

携帯認証ソリューションの開発・提供、 
デジタルコンテンツ用 PIN（個人認証番号）のオンライン

販売 
（５） 資 本 金 6 億 6,778 万円 
（６） 設 立 年 月 日 昭和 58 年４月１日 
（７） 大株主及び持株比率 

（平成 22 年 12 月 31 日現在） 
氏名又は名称 
ウェルネット株式会社 
株式会社日本政策投資銀行 
株式会社三井住友銀行 
東京中小企業投資育成株式会社 
柳本孝志 
株式会社北洋銀行 
株式会社北海道銀行 
髙橋雄一郎 

持分比率（％）

12.75
9.99
4.36
4.05
4.04
3.29
2.51
2.27
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宮澤一洋 
萬範幸 

1.98
1.98

（８） 上場会社と公開買付者の関係 
 
 
 

資 本 関 係 
当社と公開買付者との間には、記載すべき資本関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と公開買付者の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係はありません。

 
 
 

人 的 関 係 

当社と公開買付者との間には、記載すべき人的関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と公開買付者の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき人的関係はありません。

なお、当社は公開買付者との間で、シナジーの早期実現を図

るため、本公開買付けの成立を条件として、当社の臨時株主

総会を招集するとともに、臨時株主総会に、公開買付者が指

名する取締役候補者３名を取締役（非常勤）に選任する旨の

議案及び公開買付者が指名する監査役候補者１名を監査役

（非常勤）に選任する旨の議案を付議することで合意してお

ります。 
 
 
 

取 引 関 係 
当社と公開買付者との間には、記載すべき取引関係はありま

せん。また、当社の関係者及び関係会社と公開買付者の関係

者及び関係会社の間には、特筆すべき取引関係はありません。

 
 
 

関 連 当 事 者 へ の 
該 当 状 況 

公開買付者は、当社の関連当事者には該当しません。また、

公開買付者の関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には

該当しません。 
 

２．本公開買付けに関する意見の内容、根拠及び理由 

（1）本公開買付けに関する意見の内容 

当社は、平成23年６月７日開催の当社取締役会において、公開買付者の本公開買付けについて

慎重に協議・検討した結果、後記「(2) 本公開買付けに関する意見の根拠及び理由」に記載の根拠

および理由に基づき、賛同の意見を表明するとともに、本公開買付けに応募するか否かについては、

応募することを積極的に推奨するものでもなく、また、応募しないことを推奨するものでもなく、中立の

意見とし、株主の皆様に判断を委ねることを決議いたしました。 

 

(2) 本公開買付けに関する意見の根拠及び理由 

① 本公開買付けの概要 

公開買付者によれば、平成23年６月７日開催の取締役会において、株式会社東京証券取引所マ

ザーズ（以下「東証マザーズ」といいます。）に上場されている当社普通株式のうち、当社の筆頭株

主である伊藤忠商事株式会社（以下「伊藤忠商事」といいます。）の保有する当社普通株式28,714
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株（発行済株式総数59,868株に対する割合（以下「株式所有割合」といいます。）：47.96％（小数点

以下第三位四捨五入。以下株式所有割合について同じ。））を取得するとともに、当社を公開買付

者の連結子会社とすることを目的として、本公開買付けを実施することを決議したとのことです。 

上記目的に鑑み、本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を伊藤忠商事が保有する当社

普通株式の数と同数である28,714株（買付け等を行った後における株式所有割合：47.96％）として

おり、応募株券の総数が買付予定数の下限（28,714株）に満たない場合は、応募株券の全部の買

付け等を行わないとのことです。また、公開買付者は、本公開買付け成立後も引き続き当社

普通株式の上場を維持する方針であることから、買付予定数の上限を39,000株（買付け等を行った

後における株式所有割合：65.14％）としており、応募株券の総数が買付予定数の上限（39,000株）を

超える場合は、その超える部分の全部又は一部の買付け等を行わないものとし、金融商品取引法

（昭和23年法律第25号。その後の改正を含みます。）第27条の13第５項及び内閣府令（平成２

年大蔵省令第38号。その後の改正を含みます。）第32条に規定するあん分比例の方式により、株

券の買付け等に係る受渡しその他の決済を行うとのことです。 

一方で、公開買付者は伊藤忠商事との間で、平成 23 年６月７日付で公開買付応募契約（以下

「本応募契約」といいます。）を締結し、伊藤忠商事が保有する当社普通株式 28,714 株（株式所有

割合：47.96％）の全てについて本公開買付けに応募する旨の合意をしているとのことです（概要に

ついては、後記「（８）公開買付者と当社株主との間における応募に関する合意」をご参照ください。）。

また、本公開買付けにおける当社普通株式の買付価格（以下「本公開買付価格」といいます。）であ

る１株当たり 26,000 円は、本応募契約の相手方である伊藤忠商事との協議・交渉を経て決定した価

格とのことです。 

また、本公開買付けに際し、当社は公開買付者との間で、平成23年６月７日付で資本業務提携契

約（以下「本資本業務提携契約」といいます。）を締結しております（概要については、後記「④

本資本業務提携契約の概要」をご参照ください。）。 

 

② 本公開買付けの背景 

 当社は、アーティストの携帯ファンクラブサイトの分野では草分け的存在であり、業界トップレベルの

事業規模を誇っております。また、携帯のEPG事業では、業界初となる録画予約サービスの提供並

びにFMチューナー搭載端末でオンエア中の曲の着うた・CDの購入ができるサービス等、通信と放

送の連携サービスをいち早く立ち上げました。当時、開始が見込まれたTVのワンセグサービスを念

頭におき、ファンクラブサイトのような属性の強いコミュニティーのコンテンツと、TVのようなマス媒体と

の間をつなぐ、放送と通信の連携領域におけるサービスの提供を目指してまいりました。コンテンツ

をメディア間で共有しマネタイズの多様化を図るということは、ビジネスモデルとして成立すると考え

ており、その後もリアルイベントと携帯との連携領域でのビジネスの可能性の追求を進めているところ

であります。 

このように当社は、携帯電話をベースとして、エンタテインメント分野におけるモバイルコンテンツ

配信事業および EPG サービスならびに携帯電話キャリア向けのプリインストールアプリケーション開
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発事業を展開してまいりましたが、携帯市場の成熟化に伴い、新規加入者数が伸び悩み、買い替え

需要も一時ほどの勢いがなくなるなどの背景から、モバイルコンテンツ事業分野は成長が鈍化しつ

つあります。また、携帯端末においては iPhone や Android といったスマートフォン、タブレット端末の

本格的な普及により、モバイルネットワークのオープン化とデジタルコンテンツのフリー化の流れが進

みつつある状況です。さらに、高速データ通信技術である LTE（Long Term Evolution）が商用化され

たことにより、新たなプラットフォーム上でのサービスが構築されることが想定されております。 

かかる環境下、モバイルコンテンツ事業領域におけるクラウド時代のビジネスを見据え、新たな端

末・プラットフォームへのコンテンツサービスの展開を図るとともに、モバイルマーケティングを活かし

たワンストップソリューションを目指しております。具体的には、①既存のアーティストのファンクラブサ

イトやエンタテインメント系コンテンツのスマートフォンやタブレット端末への展開、②コンサート・イベ

ント等との連携によるデジタルコンテンツをプロモーションとして活用したビジネスモデルの構築、③

企業向けモバイルサイトの構築に加え、店舗との連携を図ったプロモーション、顧客囲い込みのため

のビジネスモデルの構築、④ソーシャルメディアと連携したコンテンツ・アプリケーションの開発等を

行ってまいります。しかしながら、これら多面的な施策をスピード感をもって推進して行くにあたり、必

要な技術・業務で当社が有しない領域に関しては、他社との業務提携、資本提携の検討が必要不

可欠の状況でありました。 

一方、公開買付者は、収納代行事業者の草分けとして、事業者と消費者の双方にとって快適便

利な収納代行サービスを提供してまいりました。請求書・払込取扱票など紙を使って代金請求及び

回収を行うコンビニ収納代行サービスを皮切りに、平成 12 年５月には請求書・払込取扱票など紙を

使わずにコンビニに設置された KIOSK 端末を利用した電子請求・電子決済サービス「マルチペイメ

ントサービス」を開始し、以後、銀行 ATM、インターネットバンク、電子マネー、クレジットカードなど多

種多様な決済手段へとサービスを拡充してまいりました。マルチペイメントサービスは国内の航空会

社、高速バス事業者、EC サイトなど様々な決済に利用されております。また、携帯電話の画面に表

示する二次元コードや IC カードを利用して認証を行う「電子認証サービス」を推進するなど、決済の

周辺事業領域へ事業拡大を続けております。 

公開買付者は、平成 22 年８月 23 日に発表した中期経営計画に基づき、「新規スキーム開発企

業」として、「あったら便利なしくみを作り続ける」を追求し、持続的な事業の発展及び企業価値向上

を実現すべく、①中核３事業ユニット＝バリュートランスファープラットフォームの拡充、②データセン

ターの再構築、③新規事業、④グローバル化、⑤公開買付者の事業とシナジー効果の高い事業者

との提携・M&A、以上５施策の取り組みを進めております。 

このような状況のもと、当社と公開買付者は、平成 23 年３月頃より、両社間における業務提携の検

討を重ねた結果、当社及び公開買付者がモバイル・コンピューティング事業におけるノウハウ及び人

材等、各々が有するスキーム、経営資源等を相互に補完・有効活用することが両社の事業基盤の更

なる強化と業容拡大に繋がり、ひいては両社の企業価値最大化に資するとの認識で一致いたしまし

た。具体的に当社としては、①モバイル・コンピューティング事業全般においてそれぞれの強みを生

かした相互補完・協力関係を構築すること、②相互に営業協力、技術協力し、新たなサービスメニュ
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ーの開発および展開に向けて協力すること、③今後の事業展開が加速すると同時にコスト効率も向

上すること 等を見込んでおり、利益の拡大が実現でき、当社株主の皆様にとって株主価値の向上

にもつながるものと判断しております。 

なお、公開買付者によれば、公開買付者と当社の筆頭株主である伊藤忠商事との間で協議した

結果、伊藤忠商事が保有する当社普通株式 28,714 株（株式所有割合：47.96％）の全てについて本

公開買付けに応募する旨の合意をしたことから、当社及び公開買付者との間で本資本業務提携契

約を締結することに合意いたしました。 

 
③ 本公開買付けに関する意見の根拠及び理由 

上記のとおり、当社は、企業価値のさらなる向上を実現するために、公開買付者との間で強固な

資本関係と業務提携関係を構築することが必要であるとの認識のもと、慎重に協議を進めてきました。

その結果、本資本業務提携により、当社の今後の事業展開が加速すると同時にコスト効率も向上す

ることが見込まれます。 

また、公開買付者によれば、本公開買付けは当社を公開買付者の連結子会社とすることを目的と

しているものの、当社の上場廃止を企図したものではなく、本公開買付後においても上場会社として

の当社の自主的な経営を尊重するとのことです。当社は、以上の理由から当社の利益の拡大が実

現でき、当社株主の皆様にとっての株主価値の向上にもつながるものと判断し、本公開買付けに賛

同意見を表明するものであります。 

公開買付者の本公開買付けの主たる目的が、当社の筆頭株主である伊藤忠商事（所有株式数：

28,714 株、株式所有割合：47.96％）が保有する当社普通株式の全てを取得することであることに鑑

み、本公開買付けにおける当社普通株式の本公開買付価格については、公開買付者と伊藤忠商

事との協議・交渉を行った結果、両社が合意できる価格をもって本公開買付価格とする方針を採用

したとのことです。 

当該方針のもと、公開買付者は、当社普通株式の取引が一般的に金融商品取引所を通じて行わ

れていることを勘案し、本公開買付価格についても、当社普通株式の市場価格を最優先に検討した

とのことです。そして、当社普通株式の一定期間の市場価格の推移、株式市場における取引状況及

び本公開買付けの当社による賛同の可否等を総合的に勘案し、協議・交渉した結果、公開買付者

は、本公開買付価格を１株当たり 26,000 円と決定したとのことです。 

なお、本公開買付価格である１株当たり 26,000 円は、本公開買付けに係る公表日の前営業日で

ある平成23年６月６日の東証マザーズにおける当社普通株式の普通取引終値である23,070円に対

して 12.70％（小数点以下第三位四捨五入）、同日までの過去１ヶ月間の普通取引終値の単純平均

値 25,392 円（小数点以下四捨五入）に対して 2.39％（小数点以下第三位四捨五入）、同日までの過

去３ヶ月間の普通取引終値の単純平均値 24,653 円（小数点以下四捨五入）に対して 5.46％（小数

点以下第三位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額となっております。 

一方、当社取締役会は、公開買付者から提示された買付価格に対する意思決定において、その

公平性を担保するために、当社のファイナンシャル・アドバイザーである バニラックス LLC（以下「バ
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ニラックス」といいます。） に対して当社の株式価値の算定を依頼し、バニラックスから平成 23 年６月

７日付「株式価値算定書」を取得しております（なお、当社は バニラックスに対し買付価格の公平性

に関する意見（フェアネス・オピニオン）を求めておりません）。バニラックスによる平成 23 年６月７日

付「株式価値算定書」においては、市場株価分析、ＤＣＦ分析、類似企業比較分析による３通りの分

析を行っており、当社の普通株式１株当たりの価値算定結果の範囲は、それぞれ 23,070 円～

30,898 円、32,097 円～39,229 円、29,073 円～35,534 円となっております（なお、市場株価分析に

ついては、測定期間として、平成 2３年６月６日を基準日として、基準日、１ヶ月平均、３ヶ月平均なら

びに６ヶ月平均を使用したとのことです）。 

公開買付者から提示された買付価格について、上記「株式価値算定書」を踏まえ、当社取締役会

において当社の事業価値等を総合的に勘案し討議した結果、公開買付者は当社普通株式の上場

を維持する意向であること等から、本公開買付けに応募するか否かについては株主の皆様の判断

に委ねる旨を決議いたしました。 

ご参考：当社普通株式の東証マザーズにおける価格は平成 23 年６月６日の終値 23,070 円、 

平成23年６月６日までの 過去１ヶ月間の終値の単純平均値 25,392円、 

平成23年６月６日までの 過去３ヶ月間の終値の単純平均値 24,653円、 

平成23年６月６日までの 過去６ヶ月間の終値の単純平均値 30,898円となります。 

なお、賛同決議を行った当社取締役会では、後述（５） ①に掲載しております利益相反の疑いの

おそれのある者を除く当社取締役全員が本公開買付に賛同すること及び本公開買付けに応募する

か否かについては当社の事業価値等を総合的に勘案し討議した結果、公開買付者は当社普通株

式の上場を維持する意向であることから、株主の皆様の判断に委ねる旨を全員一致で決議しており

ます。また、後述（５） ①に掲載しております利益相反の疑いのおそれのある者を除く当社監査役全

員は、取締役会の決議について異議がない旨の意見を述べております。 

 

④ 本資本業務提携契約の概要 

当社は、当社と公開買付者がそれぞれ有する高い技術力、顧客からの信頼・実績などの事業基

盤を相互に活用・融合して、当社と公開買付者の間に高いシナジー効果をもたらすことができると考

えております。 

具体的には、公開買付者の強みとする代金収納及び電子認証等と当社が提供するコンテンツサ

ービス等とシームレスに連携し、スムーズ且つバリエーションに富むワンストップＥＣプラットフォーム

をクラウド環境で構築・展開することを目指します。 

当社及び公開買付者は、両社の経営資源を相互に最大限活用し、以上のシナジー効果により双

方の企業価値向上を実現できるとの合意に達し、平成23年６月７日付で当社を公開買付者の連結

子会社とすることを企図した本資本業務提携契約を締結いたしました。本資本業務提携契約の概要

は以下のとおりです。 

ⅰ．当社と公開買付者とは、本公開買付け及びその後の取引を通じて、公開買付者が当社の普

通株式を取得・保有することにより資本提携を行う。 
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ⅱ．当社と公開買付者とは、以下の各分野において業務提携することとし、具体的な取組みにつ

いては、定期的に検討の進捗状況、成果その他の事項について相互に協議を行う。 

(a) 当社提供のＥＣサイトにおける公開買付者の提供する決済プラットフォームの標準化 

(b) テレビ局、アーティスト、スポーツなど各種イベントにおける電子認証サービスの共同展

開 

(c) 当社のモバイル分野の技術力・ノウハウ及びコンシューマー向けマーケティング力と公

開買付者の決済機能・認証機能をシームレスに組み合わせた事業者向けＥＣプラットフォ

ームのクラウド対応とそのソリューションの共同展開 

(d)スマートフォンアプリケーションの開発などシステム開発・運用ノウハウにおける技術的連

携 

ⅲ．公開買付者は本資本業務提携に基づく人事交流の一環として、以下のとおり、３名を当社の

非常勤取締役として、１名を非常勤監査役として、指名・派遣することができる。 

(a) 当社は、かかる者を選任するため、本公開買付けに係る決済の開始予定日である平成

23年７月19日から3週間以内の日を議決権行使に関する基準日とし、当該基準日から6週

間以内に臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」という。）を開催のうえ、かかる議案を提

出し、その他必要な手続きに協力する。 

(b) 本公開買付けにより当社の株主総会における総議決権の50％超の議決権を取得しな

かった場合、公開買付者は当該議決権が50％超に達するまで、前項に定める取締役の

員数を４名とすることができ、当社はかかる増員を了承する。なお、本項に基づいて公開

買付者の指定する４名の取締役が株主総会決議において承認された後に、公開買付者

の当該議決権が50％超に達した場合、公開買付者は自らが指定した取締役のうち１名を

50％超に達した日から１ヶ月以内に辞任させるものとする。 

(c) 本業務提携に基づく役員・従業員の出向その他の人事交流に関する詳細については、

本業務提携に係る協議を踏まえ、その時々において協議のうえ決定する。 

 

（３）本公開買付け後の経営方針等 

当社は、公開買付者が提供する決済機能、認証システム等を導入・活用し、当社が提供する一般

消費者向けの情報コンテンツならびにサービスの品質を一段と向上させると共に積極的な販路拡大

を図る方針であります。これらの取り組みが両社事業の発展可能性を最大化することに寄与すると考

えております。 

なお、本公開買付けが成立した場合には、公開買付者が当社に取締役の３名ならびに監査役１

名を派遣することを予定しており、上記施策の速やかな実行及びそれに伴うシナジーの早期実現を

図り、当社及び公開買付者双方の企業価値向上を主目的として任に当たる予定です。 

具体的には、当社は公開買付者との間で、本公開買付けの成立を条件として、本臨時株主総会

を招集するとともに、本臨時株主総会に、公開買付者が指名する取締役候補者３名を取締役（非常

勤）に選任する旨の議案及び公開買付者が指名する監査役候補者１名を監査役（非常勤）に選任
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する旨の議案を付議することを本資本業務提携の中で合意しております。 

 

（４）買付価格等の公正性を担保するための措置 

  前述のとおり、当社取締役会は公開買付者から提示された買付価格の妥当性について審議する

過程において、その公平性を担保するために、当社のファイナンシャル・アドバイザーである バニラ

ックスLLC に対して当社の株式価値の算定を依頼し、バニラックス から平成2３年６月７日付「株式

価値算定書」を取得しております。なお当社は、バニラックスに対し買付価格の公平性に関する意見

（フェアネス・オピニオン）を求めておりません。 

 

（５）利益相反を回避するための措置 

本公開買付けに係る当社と公開買付者との協議・交渉等の手続きの公正さを確保し、取引の透明

性及び客観性を高めるために、主として以下のような事項を考慮しました。 

 

①  利害関係を有しない出席取締役及び監査役全員の承認 

  当社取締役会は、本公開買付けについて、慎重に協議、検討を行った結果、本公開買付けによ

り公開買付者が伊藤忠商事保有の当社普通株式を取得することは、両社の協力関係がより強固な

ものになることから、今後の当社の事業の発展と企業価値増大に大きく貢献できるものと判断し、平

成23年６月７日開催の当社取締役会において、本公開買付に賛同すること及び本公開買付けに応

募するか否かについては中立の意見とし、株主の皆様の判断に委ねることにつき、利益相反の疑い

回避の観点から新宮達史氏及び根岸成行氏の２名を除く取締役全員一致で決議しました。 

なお、当社の取締役である新宮達史氏及び根岸成行氏は当社の筆頭株主である伊藤忠商事の

従業員を兼務しておりますので、利益相反のおそれを回避する観点からこれらの者は、当社の取

締役会における本公開買付けに関する審議及び決議には参加しておらず、当社の立場において協

議・交渉にも参加しておりません。また、当社の監査役である数面浩尚氏は当社の筆頭株主であ

る伊藤忠商事の従業員を兼務しており、利益相反のおそれを回避する観点から当社の取締役

会における本公開買付けに関する審議には参加しておりません。当社の監査役４名のうち審

議に参加した３名が、当社の取締役会が本公開買付けに賛同すること及び本公開買付けに応

募するか否かについては中立の意見とし株主の皆様の判断に委ねると表明することに異議が

ない旨の意見を述べております。 

なお、代表取締役の星野洋氏、監査役の鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏の３名は伊藤忠商事の出身

者でありますが、すでに同社を退職しており、星野洋氏が審議及び決議に参加することならびに鈴

木寿氏及び石垣晃嗣氏が本公開買付けに関する意見を表明することにつき、利益相反の疑いは有

しないとの見解を法律事務所からアドバイスを受けた上で取締役会にて判断しております。 

 

② 独立した社外監査役の意見 

当社は意思決定の恣意性を排除し、当社の意思決定過程の公正性、透明性及び客観性を確保
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することを目的として、公開買付者と利害関係のない当社の社外監査役である(東京証券取引所に

独立役員として届出している)美澤臣一氏に対し、(ⅰ)本公開買付けにおける目的の公正性（当社企

業価値の向上の有無）、(ⅱ)本公開買付けに係る交渉過程の手続の公正性、(ⅲ）本公開買付けに

係る公正な手続を通じた少数株主の利益への配慮に合理性があるかを諮問しました。 

美澤臣一氏は、上記諮問事項について当社から本公開買付けについて説明を受け、検討した結

果、平成 23 年６月６日に当社に対し、(ⅰ)本公開買付けは、発行済株式総数の 47.96％を保有す

る伊藤忠商事に代わり公開買付者が親会社になることが、当社と当社の既存取引先との関係に対

し負の影響を与えないことを前提として、公開買付者との協業による新規事業開発等により当社の

企業価値向上が期待できるものである、(ⅱ)本公開買付けに係る交渉過程の手続きは公正であると

認められる、(ⅲ）本公開買付けに係る公正な手続を通じた少数株主の利益への配慮はなされてい

る、とする意見書を提出しております。 

 

③  法律事務所からの助言 

当社の取締役会は、意思決定過程における公正性・適正性を確保するため、岩田合同法律事務

所から、本公開買付けに関する取締役会の意思決定の方法・過程について、必要な法的助言を受

けております。 

 

（６）上場廃止となる見込み及びその事由 

当社普通株式は東証マザーズに上場しておりますが、公開買付者は、本公開買付け成立後も引

き続き当社普通株式の上場を維持する方針です。従いまして、本公開買付けにおいては、買付予

定の株券の数に上限（39,000 株、買付け等を行った後における株式所有割合：65.14％）を設定して

おります。 

 

（７）本公開買付け後の予定（いわゆる二段階買収に関する事項） 

本公開買付けは、いわゆる二段階買収を予定しているものではありません。公開買付者は、

現時点において、本公開買付け後に当社普通株式を追加取得する予定は無いとのことです。

ただし、本公開買付けにおいて、当社の株主総会における総議決権の50%超の議決権を取得

できなかった場合には、法令の許容する範囲で、市場買付け等の方法により、当社普通株式

を総議決権の50%超となるまで追加取得する可能性があります。これらの手続きについての

具体的な実施時期又は方法等については、現時点で未定です。 
 

（８）公開買付者と当社株主等との間における公開買付けへの応募に係る重要な合意に関する事項 

公開買付者は当社の筆頭株主である伊藤忠商事（所有株式数：28,714株、株式所有割合：

47.96％）との間で、平成23年６月７日付で本応募契約を締結し、伊藤忠商事が保有する当社普通

株式の全てについて本公開買付けに応募する旨の合意をしているとのことです。ただし、本公開買

付けの買付期間終了日までの間に、当社の普通株式を対象とする本公開買付け以外の公開買付

 - 9 - 



 

けが開始された場合において、伊藤忠商事が本公開買付けに応募することが伊藤忠商事の取締役

の善管注意義務に違反する蓋然性が高い場合においては、伊藤忠商事は、本公開買付けに応募

せず、又はこれを撤回できるものとしているとのことです。 

また、本公開買付けが成立することを条件として、本公開買付け終了後、最初に開催される本臨

時株主総会の終結時点をもって、伊藤忠商事に在籍している当社の取締役及び監査役が退任する

ことについて、公開買付者及び伊藤忠商事において合意しているとのことです。 

 

３．公開買付者又はその特別関係者による利益供与の内容 

該当事項はありません。 

 

４．会社の支配に関する基本方針に係る対応方針 

該当事項はありません。 

 

５．公開買付者に対する質問 

該当事項はありません。 

 

６．公開買付期間の延長請求 

該当事項はありません。 

 

７. 日程 

平成23年６月７日 取締役会決議 

平成23年６月７日 資本業務提携契約締結 

平成23年６月８日 公開買付期間開始日 

平成23年７月1１日 公開買付期間末日 

平成23年７月19日 本公開買付けの決済開始日 

なお、本資本業務提携の具体的施策及びその日程につきましては、今後両社で協議の上、決定し

てまいります。 

 

８．今後の見通し 

現時点において、本公開買付け及び本資本業務提携契約の締結による、平成23年５月６日に公

表した平成24年３月期の業績予想に変更はありません。 

以 上 

 

※ 添付資料として、ウェルネット株式会社による「株式会社ナノ・メディアとの資本業務提携及び

同社株式に対する公開買付け開始に関するお知らせ」を添付しておりますので、併せてご覧

ください。 
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平成 23 年６月７日 

各 位 

 会 社 名 ウ ェ ル ネ ッ ト 株 式 会 社 

 代 表 者 名 代表取締役社長 宮澤 一洋 

 （JASDAQ・コード２４２８） 

 問 合 せ 先 

 役 職・氏 名 執行役員管理部長 猪飼 俊哉 

 電 話 ０３－３５８０－０１９９ 

 

 

株式会社ナノ・メディアとの資本業務提携及び同社株式に対する 

公開買付け開始に関するお知らせ 

 

 ウェルネット株式会社（以下「当社」又は「公開買付者」といいます。）は、平成 23 年６月７日開

催の取締役会において株式会社ナノ・メディア（コード番号 3783：東証マザーズ、以下「対象者」と

いいます。）との間で、平成 23 年６月７日付で、資本業務提携契約（以下「本資本業務提携契約」と

いいます。）を締結すること及び対象者が発行する普通株式を公開買付け（以下「本公開買付け」と

いいます。）により取得することを決議いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ．本公開買付けについて 

 

１．買付け等の目的等 

（１）本公開買付けの概要 

当社は、平成23年６月７日開催の当社取締役会において、株式会社東京証券取引所（以下「東

京証券取引所」といいます。）マザーズ市場に上場している対象者普通株式のうち、対象者の筆

頭株主である伊藤忠商事株式会社（以下「伊藤忠商事」といいます。）の保有する対象者普通株

式28,714株（対象者が平成23年２月14日に提出した第13期第３四半期報告書に記載された同日現

在の発行済株式総数59,868株に対する割合（以下「株式所有割合」といいます。）：47.96％（小

数点以下第三位四捨五入。以下株式所有割合について同じ。））を取得するとともに、対象者を

当社の連結子会社とすることを目的として、本公開買付けを実施することを決議いたしました。 

上記目的に鑑み、本公開買付けにおいては、買付予定数の下限を伊藤忠商事が保有する対象者

普通株式の数と同数である28,714株（買付け等を行った後における株式所有割合：47.96％）とし

ており、応募株券等の総数が買付予定数の下限（28,714株）に満たない場合は、応募株券等の全

部の買付け等を行いません。また、当社は、本公開買付け成立後も引き続き対象者普通株式の上

場を維持する方針であることから、買付予定数の上限を39,000株（買付け等を行った後における

株式所有割合：65.14％）としており、応募株券等の総数が買付予定数の上限（39,000株）を超え

る場合は、その超える部分の全部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第27条の13第５項

及び府令第32条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決

済を行います。 

 



 

 2

本公開買付けに際し、当社は対象者との間で、平成23年６月７日付で本資本業務提携契約を締

結しております（概要については、後記「（３）本資本業務提携の概要」をご参照ください。）。

一方で、当社は伊藤忠商事との間で、平成23年６月７日付で公開買付応募契約（以下「本応募契

約」といいます。）を締結し、伊藤忠商事が保有する対象者普通株式28,714株（株式所有割合：

47.96％）の全てについて本公開買付けに応募する旨の合意をしております（概要については、後

記「（７）当社と対象者株主との間における応募に関する合意」をご参照ください。）。また、

本公開買付けにおける対象者普通株式の買付価格（以下「本公開買付価格」といいます。）であ

る１株当たり26,000円は、本応募契約の相手方である伊藤忠商事との協議・交渉を経て決定した

価格です。 

 

なお、対象者公表の平成 23 年６月７日付「ウェルネット株式会社による当社普通株式に対する

公開買付けに関する賛同意見表明及び同社との資本業務提携契約書の締結のお知らせ」（以下「対

象者プレスリリース」といいます。）によれば、対象者取締役会は、本公開買付けについて、慎

重に協議、検討を行った結果、本公開買付けにより公開買付者が伊藤忠商事保有の対象者普通株

式を取得することは、両社の協力関係がより強固なものになることから、今後の対象者の事業の

発展と企業価値増大に大きく貢献できるものと判断したとのことです。また、対象者取締役会は、

公開買付者から提示された買付価格に対する意思決定において、その公平性を担保するために、

対象者のファイナンシャル・アドバイザーであるバニラックス LLC（以下「バニラックス」といい

ます。）に対して対象者の株式価値の算定を依頼し、バニラックスから平成 23 年６月７日付「株

式価値算定書」を取得したとのことです（なお、対象者はバニラックスに対し買付価格の公平性

に関する意見（フェアネス・オピニオン）を求めていないとのことです。）。当該「株式価値算

定書」においては、市場株価分析、ＤＣＦ分析、類似企業比較分析による３通りの分析を行って

おり、対象者の普通株式１株当たりの価値算定結果の範囲は、それぞれ 23,070 円～30,898 円、

32,097 円～39,229 円、29,073 円～35,534 円となったとのことです（なお、市場株価分析につい

ては、測定期間として、平成 23 年６月６日を基準日として、基準日、１ヶ月平均、３ヶ月平均な

らびに６ヶ月平均を使用したとのことです。）。対象者取締役会は、公開買付者から提示された

買付価格について、上記「株式価値算定書」を踏まえ、対象者の事業価値等を総合的に勘案し討

議した結果、公開買付者は対象者普通株式の上場を維持する意向であること等から、平成 23 年６

月７日開催の対象者取締役会において、本公開買付けに賛同すること及び本公開買付けに応募す

るか否かについては中立の意見とし、株主の皆様の判断に委ねることにつき、利益相反のおそれ

を回避する観点から新宮達史氏及び根岸成行氏の２名を除く取締役全員一致で決議したとのこと

です。 

 

ご参考：対象者普通株式の東京証券取引所マザーズ市場における価格は、 

平成23年６月６日の終値 23,070円、 

平成23年６月６日までの 過去１ヶ月間の終値の単純平均値 25,392円、 

平成23年６月６日までの 過去３ヶ月間の終値の単純平均値 24,653円、 

平成23年６月６日までの 過去６ヶ月間の終値の単純平均値 30,898円 

となります。 

 

対象者の取締役である新宮達史氏及び根岸成行氏は対象者の筆頭株主である伊藤忠商事の従業

員を兼務しておりますので、利益相反のおそれを回避する観点から対象者の取締役会における本

公開買付けに関する審議及び決議には参加しておらず、対象者の立場において協議・交渉にも参

加していないとのことです。また、対象者の監査役である数面浩尚氏についても、対象者の筆頭
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株主である伊藤忠商事の従業員を兼務していることから、利益相反のおそれを回避する観点より

対象者の取締役会における本公開買付けに関する審議には参加しておらず、対象者の監査役４名

のうち審議に参加した３名が、対象者の取締役会が本公開買付けに賛同すること及び本公開買付

けに応募するか否かについては中立の意見とし株主の皆様の判断に委ねると表明することに異議

がない旨の意見を述べているとのことです。 

一方で、代表取締役の星野洋氏、監査役の鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏の３名は伊藤忠商事の出身

者でありますが、すでに同社を退職しており、星野洋氏が審議及び決議に参加することならびに

鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏が本公開買付けに関する意見を表明することにつき、利益相反の疑いは

有しないとの見解を法律事務所からアドバイスを受けた上で取締役会にて判断しているとのこと

です。 

 

なお、対象者は、意思決定の恣意性を排除し、対象者の意思決定過程の公正性、透明性及び客

観性を確保することを目的として、公開買付者と利害関係のない対象者の社外監査役である（東

京証券取引所に独立役員として届出している）美澤臣一氏に対し、(ⅰ)本公開買付けにおける目

的の公正性（対象者企業価値の向上の有無）、(ⅱ)本公開買付けに係る交渉過程の手続きの公正

性、(ⅲ）本公開買付けに係る公正な手続きを通じた少数株主の利益への配慮に合理性があるかを

諮問したとのことです。 

美澤臣一氏は、上記諮問事項について対象者から本公開買付けについて説明を受け、検討した

結果、平成 23 年６月６日に対象者に対し、(ⅰ)本公開買付けは、発行済株式総数の 47.96％を保

有する伊藤忠商事に代わり公開買付者が親会社になることが、対象者と対象者の既存取引先との

関係に対し負の影響を与えないことを前提として、公開買付者との協業による新規事業開発等に

より対象者の企業価値向上が期待できるものである、(ⅱ)本公開買付けに係る交渉過程の手続き

は公正であると認められる、(ⅲ）本公開買付けに係る公正な手続きを通じた少数株主の利益への

配慮はなされている、とする意見書を提出しているとのことです。 

 

（２）本公開買付けの目的及び背景 

当社は、収納代行事業者の草分けとして、事業者と消費者の双方にとって快適便利な収納代行

サービスを提供してまいりました。請求書・払込取扱票など紙を使って代金請求及び回収を行う

コンビニ収納代行サービスを皮切りに、平成 12 年５月には請求書・払込取扱票など紙を使わずに

コンビニに設置されたＫＩＯＳＫ端末を利用した電子請求・電子決済サービス「マルチペイメン

トサービス」を開始し、以後、銀行ＡＴＭ、インターネットバンク、電子マネー、クレジットカ

ードなど多種多様な決済手段へとサービスを拡充してまいりました。マルチペイメントサービス

は国内の航空会社、高速バス事業者、ＥＣサイトなど様々な決済に利用されております。また、

携帯電話の画面に表示する二次元コードやＩＣカードを利用して認証を行う「電子認証サービス」

を推進するなど、決済の周辺事業領域へ事業拡大を続けております。 

当社は、平成22年８月23日に発表した中期経営計画に基づき、「新規スキーム開発企業」とし

て、「あったら便利なしくみを作り続ける」を追求し、持続的な事業の発展及び企業価値向上を

実現すべく、①中核３事業ユニット＝バリュートランスファープラットフォームの拡充、②デー

ターセンターの再構築、③新規事業、④グローバル化、⑤当社事業とシナジー効果の高い事業者

との提携・Ｍ＆Ａ、以上５施策の取り組みを進めております。 

 

一方、対象者は、携帯電話のネットワークを介して、一般消費者向けに情報コンテンツならび

にサービスを提供する事業を行っております。特にアーティスト関連サイトの企画、運営に強み

を有しており、ファンクラブサイト等の会員制モバイルコンテンツ配信分野においては、業界ト
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ップレベルの事業規模を誇る企業であり、モバイルコンピューティング環境の普及拡大とともに、

堅調な売上拡大を実現してきました。しかしながら、対象者は今後更なる飛躍のためには、提供

サービスの拡大及びクラウド時代のビジネスモデルへの対応が経営の課題と認識し、企業価値最

大化を期待できる事業シナジーが見込まれる企業との業務提携を模索しておりました。 

 

このような状況のもと、当社と対象者は、平成23年３月頃より、両社間における業務提携の検

討を重ねた結果、当社及び対象者がモバイルコンピューティング事業におけるノウハウ及び人材

等、各々が有するスキーム、経営資源等を相互に補完・有効活用することが両社の事業基盤の更

なる強化と業容拡大に繋がり、ひいては両社の企業価値最大化に資するとの認識で一致し、その

提携によるシナジーを円滑に実現するため、当社と対象者は平成23年６月７日付で本資本業務提

携契約を締結し、当社はその一環として本公開買付けを実施することといたしました。 

 

（３）本資本業務提携の概要 

当社は、当社と対象者がそれぞれ有する高い技術力、顧客からの信頼・実績などの事業基盤を

相互に活用・融合して、当社と対象者の間に高いシナジー効果をもたらすことができると考えて

おります。 

具体的には、当社の強みとする代金収納及び電子認証などと対象者が提供するコンテンツをシ

ームレスに連携し、スムーズ且つバリエーションに富むワンストップＥＣプラットフォームをク

ラウド環境で構築・展開することを目指します。 

 

当社及び対象者は、両社の経営資源を相互に最大限活用し、以上のシナジー効果により双方の

企業価値向上を実現できるとの合意に達し、平成23年６月７日付で対象者を連結子会社化するこ

とを企図した本資本業務提携契約を締結いたしました。本資本業務提携契約の概要は以下のとお

りです。 

① 当社と対象者とは、本公開買付けを通じて、当社が対象者の株式を取得・保有することにより

資本提携を行う。 

② 当社と対象者とは、以下の各分野において業務提携することとし、具体的な取組みについては、

定期的に検討の進捗状況、成果その他の事項について相互に協議を行う。 

(a) 対象者提供のＥＣサイトにおける当社の提供する決済プラットフォームの標準化 

(b) テレビ局、アーティスト、スポーツなど各種イベントにおける電子認証サービスの共同展

開 

(c) 対象者のモバイル分野の技術力・ノウハウ及びコンシューマー向けマーケティング力と当

社の決済機能・認証機能をシームレスに組み合わせた事業者向けＥＣプラットフォームの

クラウド対応とそのソリューションの共同展開 

(d) スマートフォンアプリケーションの開発などシステム開発・運用ノウハウにおける技術的

連携 

③ 当社は本資本業務提携に基づく人事交流の一環として、以下のとおり、３名を対象者の非常勤

取締役として、１名を非常勤監査役として、指名・派遣することができる。 

(a) 対象者は、かかる者を選任するため、本公開買付けに係る決済の開始予定日である平成23

年７月19日から３週間以内の日を議決権行使に関する基準日とし、当該基準日から６週間

以内に臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」という。）を開催のうえ、かかる議案を提

出し、その他必要な手続きに協力する。 

(b) 本公開買付けにより対象者の株主総会における総議決権の50％超の議決権を取得しなか

った場合、当社は当該議決権が50％超に達するまで、前項に定める取締役の員数を４名と
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することができ、対象者はかかる増員を了承する。なお、本項に基づいて当社の指定する

４名の取締役が株主総会決議において承認された後に、当社の当該議決権が50％超に達し

た場合、当社は自らが指定した取締役のうち１名を50％超に達した日から１ヶ月以内に辞

任させるものとする。 

(c) 本資本業務提携に基づく役員・従業員の出向その他の人事交流に関する詳細については、

本資本業務提携に係る協議を踏まえ、その時々において協議のうえ決定する。 

 

（４）本公開買付け後の経営方針 

当社は、当社の決済機能、認証システム等を導入・活用し、対象者が提供する一般消費者向け

の情報コンテンツならびにサービスの品質を一段と向上させると共に積極的な販路拡大を図ると

いう対象者の経営方針は、環境変化により事業成長が鈍化しつつある対象者の企業価値を高める

ことができるとともに、当社の企業価値向上にも繋がるものと考えております。 

 

なお、本公開買付けが成立した場合には、当社は対象者への取締役の派遣等を通じて経営に参

加し、上記施策の速やかな実行及びそれに伴うシナジーの早期実現を図ることで、当社及び対象

者双方の企業価値向上に邁進いたします。 

具体的には、当社は対象者との間で、本公開買付けの成立を条件として、本臨時株主総会を招

集するとともに、本臨時株主総会に、当社が指名する取締役候補者３名を取締役（非常勤）に選

任する旨の議案及び当社が指名する監査役候補者１名を監査役（非常勤）に選任する旨の議案を

付議することを本資本業務提携の中で合意しております。 

 

（５）本公開買付け後の株券等の取得予定 

当社は、本公開買付けにより対象者を連結子会社化することを企図しておりますが、本公開買

付けにより、対象者の株主総会における総議決権の50％超の議決権を取得することができなかっ

た場合には、法令の許容する範囲で、市場買付け等の方法により、対象者普通株式を総議決権の

50％超となるまで追加取得する可能性があります。これらの手続きについての具体的な実施時期

又は方法等については、現時点で未定です。 

 

（６）本公開買付けによる上場廃止の可能性の有無について 

対象者普通株式は東京証券取引所マザーズ市場に上場しておりますが、当社は、本公開買付け

成立後も引き続き対象者普通株式の上場を維持する方針です。従いまして、本公開買付けにおい

ては、買付予定の株券等の数に上限（39,000株、買付け等を行った後における株式所有割合：

65.14％）を設定しております。 

 

（７）当社と対象者株主との間における応募に関する合意 

当社は対象者の筆頭株主である伊藤忠商事（所有株式数：28,714株、株式所有割合：47.96％）

との間で、平成23年６月７日付で本応募契約を締結し、伊藤忠商事が保有する対象者普通株式の

全てについて本公開買付けに応募する旨の合意をしております。但し、本公開買付けの買付期間

終了日までの間に、対象者の株式を対象とする本公開買付け以外の公開買付けが開始された場合

において、伊藤忠商事が本公開買付けに応募することが伊藤忠商事の取締役の善管注意義務に違

反する蓋然性が高い場合においては、伊藤忠商事は、本公開買付けに応募せず、又はこれを撤回

できるものとしております。 

また、本公開買付けが成立することを条件として、本公開買付け終了後、最初に開催される対

象者の臨時株主総会の終結時点をもって、伊藤忠商事に在籍している対象者の取締役及び監査役
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が退任することについて、当社及び伊藤忠商事において合意しております。 

 

２．買付け等の概要 

（１）対象者の概要 

① 商 号 株式会社ナノ・メディア 

② 所 在 地 東京都港区南青山一丁目１番１号 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 星野 洋 

④ 事 業 内 容 エンタテインメント事業 

⑤ 資 本 金 の 額 
（平成 22 年３月 31 日現在）

1,770,425 千円 

⑥ 設 立 年 月 日 平成 11 年４月 30 日 

⑦ 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（平成 22 年９月 30 日現在）

伊藤忠商事株式会社 51.30％

白石 和弘 3.91％

早原 浩三 3.02％

大川 徹 2.27％

日本証券金融株式会社 1.39％

株式会社フジ・メディア・ホールディングス 0.78％

株式会社東京放送ホールディングス 0.78％

日本テレビ放送網株式会社 0.78％

株式会社テレビ朝日 0.78％

株式会社テレビ東京 0.78％ 
⑧ 上場会社と対象者との関係等 

資 本 関 係 当社と対象者との間には、記載すべき資本関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と対象者の関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき資本関係はありません。 

人 的 関 係 当社と対象者との間には、記載すべき人的関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と対象者の関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき人的関係はありません。 

なお、当社は対象者との間で、シナジーの早期実現を図るため、

本公開買付けの成立を条件として、本臨時株主総会を招集すると

ともに、本臨時株主総会に、当社が指名する取締役候補者３名を

取締役（非常勤）に選任する旨の議案及び当社が指名する監査役

候補者１名を監査役（非常勤）に選任する旨の議案を付議するこ

とで合意しております。 

取 引 関 係 当社と対象者との間には、記載すべき取引関係はありません。ま

た、当社の関係者及び関係会社と対象者の関係者及び関係会社の

間には、特筆すべき取引関係はありません。 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

対象者は、当社の関連当事者には該当しません。また、対象者の

関係者及び関係会社は、当社の関連当事者には該当しません。 

 

（２）買付け等の期間 

①届出当初の買付け等の期間 

平成 23 年６月８日（水曜日）から平成 23 年７月 11 日（月曜日）まで（24 営業日） 
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②対象者の請求に基づく延長の可能性の有無 

金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号。その後の改正を含み、以下「法」といいます。）第 27

条の 10 第３項の規定により、対象者から買付け等の期間（以下「公開買付期間」といいます。）

の延長を請求する旨の記載がされた意見表明報告書が提出された場合は、公開買付期間は平成 23

年７月 20 日（水曜日）まで（30 営業日）となります。 

 

（３）買付け等の価格 

普通株式１株につき、金 26,000 円 

 

（４）買付け等の価格の算定根拠等 

①算定の基礎 

当社は、本公開買付けの主たる目的が、対象者の筆頭株主である伊藤忠商事が保有する対象者

普通株式の全てを取得することであることを鑑み、本公開買付価格については、当社と伊藤忠商

事との協議・交渉を行った結果、両社が合意できる価格をもって本公開買付価格とする方針を採

用いたしました。 

当該方針のもと、当社は、対象者普通株式の取引が一般的に金融商品取引所を通じて行われて

いることを勘案し、本公開買付価格についても、対象者普通株式の市場価格を最優先に検討する

ことといたしました。そして、対象者普通株式の一定期間の市場価格（当社が伊藤忠商事と本公

開買付価格について協議するにあたり、その基準日とした平成 23 年５月 13 日より遡る１ヶ月間

の東京証券取引所マザーズ市場における対象者普通株式の終値単純平均値 25,910 円（小数点以

下四捨五入））及び本公開買付けの対象者による賛同の可否等を総合的に勘案し、伊藤忠商事と

協議・交渉した結果、当社は、平成 23 年６月７日開催の当社取締役会において、本公開買付価

格を１株当たり 26,000 円とすることを決定いたしました。 

本公開買付価格である１株当たり26,000円は、本公開買付けに係る公表日の前営業日である平

成23年６月６日の東京証券取引所マザーズ市場における対象者普通株式の普通取引終値である

23,070円に対して12.70％（小数点以下第三位四捨五入）、同日までの過去１ヶ月間の普通取引

終値の単純平均値25,392円（小数点以下四捨五入）に対して2.39％（小数点以下第三位四捨五入）、

同日までの過去３ヶ月間の普通取引終値の単純平均値24,653円（小数点以下四捨五入）に対して

5.46％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額となっております。な

お、本公開買付価格の決定に際し、第三者機関の算定書は取得しておりません。 

 

②算定の経緯 

当社は、収納代行事業者の草分けとして、事業者と消費者の双方にとって快適便利な収納代行

サービスを提供してまいりました。請求書・払込取扱票など紙を使って代金請求及び回収を行う

コンビニ収納代行サービスを皮切りに、平成 12 年５月には請求書・払込取扱票など紙を使わずに

コンビニに設置されたＫＩＯＳＫ端末を利用した電子請求・電子決済サービス「マルチペイメン

トサービス」を開始し、以後、銀行ＡＴＭ、インターネットバンク、電子マネー、クレジットカ

ードなど多種多様な決済手段へとサービスを拡充してまいりました。マルチペイメントサービス

は国内の航空会社、高速バス事業者、ＥＣサイトなど様々な決済に利用されております。また、

携帯電話の画面に表示する二次元コードやＩＣカードを利用して認証を行う「電子認証サービス」

を推進するなど、決済の周辺事業領域へ事業拡大を続けております。 

当社は、平成 22 年８月 23 日に発表した中期経営計画に基づき、「新規スキーム開発企業」と

して、「あったら便利なしくみを作り続ける」を追求し、持続的な事業の発展及び企業価値向上

を実現すべく、①中核３事業ユニット＝バリュートランスファープラットフォームの拡充、②デ
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ーターセンターの再構築、③新規事業、④グローバル化、⑤当社事業とシナジー効果の高い事業

者との提携・Ｍ＆Ａ、以上５施策の取り組みを進めております。 

一方、対象者は、携帯電話のネットワークを介して、一般消費者向けに情報コンテンツならび

にサービスを提供する事業を行っております。特にアーティスト関連サイトの企画、運営に強み

を有しており、ファンクラブサイト等の会員制モバイルコンテンツ配信分野においては、業界ト

ップレベルの事業規模を誇る企業であり、モバイルコンピューティング環境の普及拡大とともに、

堅調な売上拡大を実現してきました。しかしながら、対象者は今後更なる飛躍のためには、提供

サービスの拡大及びクラウド時代のビジネスモデルへの対応が経営の課題と認識し、企業価値最

大化を期待できる事業シナジーが見込まれる企業との業務提携を模索しておりました。 

このような状況のもと、当社と対象者は、平成23年３月頃より、両社間における業務提携の検

討を重ねた結果、当社及び対象者がモバイルコンピューティング事業におけるノウハウ及び人材

等、各々が有するスキーム、経営資源等を相互に補完・有効活用することが両社の事業基盤の更

なる強化と業容拡大に繋がり、ひいては両社の企業価値最大化に資するとの認識で一致し、その

提携によるシナジーを円滑に実現するため、当社と対象者は平成23年６月７日付で本資本業務提

携契約を締結し、当社はその一環として本公開買付けを実施することといたしました。 

なお、本公開買付価格については、当社と伊藤忠商事との協議・交渉を行った結果、両社が合

意できる価格をもって本公開買付価格とする方針を採用いたしました。 

当該方針のもと、当社は、対象者普通株式の取引が一般的に金融商品取引所を通じて行われて

いることを勘案し、本公開買付価格についても、対象者普通株式の市場価格を最優先に検討する

ことといたしました。そして、対象者普通株式の一定期間の市場価格（当社が伊藤忠商事と本公

開買付価格について協議するにあたり、その基準日とした平成23年５月13日より遡る１ヶ月間の

東京証券取引所マザーズ市場における対象者普通株式の終値単純平均値25,910円（小数点以下四

捨五入））及び本公開買付けの対象者による賛同の可否等を総合的に勘案し、伊藤忠商事と協議・

交渉した結果、当社は、平成23年６月７日開催の当社取締役会において、本公開買付価格を１株

当たり26,000円とすることを決定いたしました。本公開買付価格の決定に際し、第三者機関の算

定書は取得しておりません。 

本公開買付価格である１株当たり26,000円は、本公開買付けに係る公表日の前営業日である平

成23年６月６日の東京証券取引所マザーズ市場における対象者普通株式の普通取引終値である

23,070円に対して12.70％（小数点以下第三位四捨五入）、同日までの過去１ヶ月間の普通取引

終値の単純平均値25,392円（小数点以下四捨五入）に対して2.39％（小数点以下第三位四捨五入）、

同日までの過去３ヶ月間の普通取引終値の単純平均値24,653円（小数点以下四捨五入）に対して

5.46％（小数点以下第三位四捨五入）のプレミアムをそれぞれ加えた金額となっております。 

一方、対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、本公開買付けについて、慎重に協

議、検討を行った結果、本公開買付けにより公開買付者が伊藤忠商事保有の対象者普通株式を取

得することは、両社の協力関係がより強固なものになることから、今後の対象者の事業の発展と

企業価値増大に大きく貢献できるものと判断したとのことです。また、対象者取締役会は、公開

買付者から提示された買付価格に対する意思決定において、その公平性を担保するために、対象

者のファイナンシャル・アドバイザーであるバニラックスに対して対象者の株式価値の算定を依

頼し、バニラックスから平成 23 年６月７日付「株式価値算定書」を取得したとのことです（な

お、対象者はバニラックスに対し買付価格の公平性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を

求めていないとのことです。）。当該「株式価値算定書」においては、市場株価分析、ＤＣＦ分

析、類似企業比較分析による３通りの分析を行っており、対象者の普通株式１株当たりの価値算

定結果の範囲は、それぞれ 23,070 円～30,898 円、32,097 円～39,229 円、29,073 円～35,534 円

となったとのことです（なお、市場株価分析については、測定期間として、平成 23 年６月６日
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を基準日として、基準日、１ヶ月平均、３ヶ月平均ならびに６ヶ月平均を使用したとのことです。）。

対象者取締役会は、公開買付者から提示された買付価格について、上記「株式価値算定書」を踏

まえ、対象者の事業価値等を総合的に勘案し討議した結果、公開買付者は対象者普通株式の上場

を維持する意向であること等から、平成 23 年６月７日開催の対象者取締役会において、本公開

買付けに賛同すること及び本公開買付けに応募するか否かについては中立の意見とし、株主の皆

様の判断に委ねることにつき、利益相反のおそれを回避する観点から新宮達史氏及び根岸成行氏

の２名を除く取締役全員一致で決議したとのことです。 

 

ご参考：対象者普通株式の東京証券取引所マザーズ市場における価格は、 

平成23年６月６日の終値 23,070円、 

平成23年６月６日までの 過去１ヶ月間の終値の単純平均値 25,392円、 

平成23年６月６日までの 過去３ヶ月間の終値の単純平均値 24,653円、 

平成23年６月６日までの 過去６ヶ月間の終値の単純平均値 30,898円 

となります。 

 

対象者の取締役である新宮達史氏及び根岸成行氏は対象者の筆頭株主である伊藤忠商事の従業

員を兼務しておりますので、利益相反のおそれを回避する観点から対象者の取締役会における本

公開買付けに関する審議及び決議には参加しておらず、対象者の立場において協議・交渉にも参

加していないとのことです。また、対象者の監査役である数面浩尚氏についても、対象者の筆頭

株主である伊藤忠商事の従業員を兼務していることから、利益相反のおそれを回避する観点より

対象者の取締役会における本公開買付けに関する審議には参加しておらず、対象者の監査役４名

のうち審議に参加した３名が、対象者の取締役会が本公開買付けに賛同すること及び本公開買付

けに応募するか否かについては中立の意見とし株主の皆様の判断に委ねると表明することに異議

がない旨の意見を述べているとのことです。 

一方で、代表取締役の星野洋氏、監査役の鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏の３名は伊藤忠商事の出身

者でありますが、すでに同社を退職しており、星野洋氏が審議及び決議に参加することならびに

鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏が本公開買付けに関する意見を表明することにつき、利益相反の疑いは

有しないとの見解を法律事務所からアドバイスを受けた上で取締役会にて判断しているとのこと

です。 

 

（５）買付予定の株券等の数 

株券等種類 買付予定数 買付予定数の下限 買付予定数の上限 

株 券 39,000 株 28,714 株 39,000 株

新 株 予 約 権 証 券 －株 －株 －株

新株予約権付社債券 －株 －株 －株

株券等信託受益証券 －株 －株 －株

株 券 等 預 託 証 券 －株 －株 －株

合計 39,000 株 28,714 株 39,000 株

（注１）応募株券等の総数が、買付予定数の下限（28,714 株）に満たない場合は、応募株券等の全部

の買付け等を行いません。 

（注２）応募株券等の総数が、買付予定数の上限（39,000 株）を超える場合は、その超える部分の全

部又は一部の買付け等を行わないものとし、法第 27 条の 13 第５項及び発行者以外の者によ

る株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令（平成２年大蔵省令第 38 号。その後の改正を
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含み、以下「府令」といいます。）第 32 条に規定するあん分比例の方式により、株券等の買

付け等に係る受渡しその他の決済を行います。 

（注３）公開買付期間末日までに、平成 17 年６月 23 日開催の対象者定時株主総会決議及び平成 17 年

７月 19 日開催の対象者取締役会決議により発行された新株予約権（以下「本新株予約権」と

いいます。）が行使される可能性がありますが、当該行使により発行又は移転される対象者普

通株式（対象者が平成 23 年２月 14 日に提出した第 13 期第３四半期報告書に記載された平成

22 年 12 月 31 日現在における本新株予約権 12 個の目的である対象者普通株式数は 36 株）に

ついても本公開買付けの対象とします。 

 

（６）買付け等による株券等所有割合の異動 

買付け等前における公開買付者の所
有 株 券 等 に 係 る 議 決 権 の 数 

－個 （買付け等前における株券等所有割合－％） 

買付け等前における特別関係者の所
有 株 券 等 に 係 る 議 決 権 の 数 

－個 （買付け等前における株券等所有割合－％） 

買付予定の株券等に係る議決権の数 39,000 個 （買付け等後における株券等所有割合 65.10％）

対 象 者 の 総 株 主 の 議 決 権 の 数 59,868 個

（注１）「買付予定の株券等に係る議決権の数」は、本公開買付けにおける買付予定数（39,000株）

に係る議決権の数を記載しております。 

（注２）「対象者の総株主の議決権の数」は、対象者が平成 23 年２月 14 日に提出した第 13 期第３四

半期報告書に記載された平成22年 12月 31日現在の対象者の総株主の議決権の数です。但し、

本公開買付けにおいては、本新株予約権の行使により発行又は移転される可能性のある対象者

普通株式についても買付けの対象としているため、「買付予定の株券等に係る議決権の数の総

株主等の議決権の数に占める割合」及び「買付け等を行った後における株券等所有割合」の計

算においては、対象者が平成 23 年２月 14 日に提出した第 13 期第３四半期報告書に記載され

た平成 22年 12 月 31 日現在における本新株予約権（12 個）を普通株式に換算した株式数（36

株）に係る議決権（36 個）を加算した議決権の数（59,904 個）を分母としております。 

（注３）「買付け等後における株券等所有割合」は、小数点以下第三位を四捨五入しています。 

 

（７）買付代金  1,014 百万円 

  （注）買付代金には、買付予定数（39,000 株）に１株当たりの買付価格（26,000 円）を乗じた金

額を記載しています。 

 

（８）決済の方法 

①買付け等の決済をする金融商品取引業者・銀行等の名称及び本店の所在地 

みずほインベスターズ証券株式会社  東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目 10番 30 号 

 

②決済の開始日 

平成 23 年７月 19 日（火曜日） 

（注）法第 27 条の 10 第３項の規定により、対象者から公開買付期間の延長を請求する旨の記載

がされた意見表明報告書が提出された場合、決済の開始日は平成 23 年７月 27 日（水曜日）

となります。 

 

③決済の方法 

公開買付期間終了後遅滞なく、本公開買付けによる買付け等の通知書を応募株主等の住所（外
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国人株主等の場合はその常任代理人の住所）宛てに郵送します。買付けは現金にて行います。

買付けられた株券等に係る売却代金は応募株主等（外国人株主等の場合はその常任代理人）の

指示により、決済の開始日以後遅滞なく、公開買付代理人から応募株主等の指定した場所へ送

金するか（送金手数料がかかる場合があります。）、公開買付代理人の本店又は全国各支店にて

お支払いします。 

 

④株券等の返還方法 

後記「（９）その他買付け等の条件及び方法」の「①法第 27 条の 13 第４項各号に掲げる条件

の有無及び内容」又は「②公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方

法」に記載の条件に基づき応募株券等を買付けないこととなった場合には、決済の開始日（公

開買付けの撤回等を行った場合は公開買付けの撤回等を行った日）以後、速やかに返還すべき

株券等を応募が行われた時の状態に戻すことにより返還いたします。 

 

（９）その他買付け等の条件及び方法 

①法第 27 条の 13 第４項各号に掲げる条件の有無及び内容 

応募株券等の総数が買付予定数の下限（28,714 株）に満たない場合は、応募株券等の全部の買

付け等を行いません。 

応募株券等の総数が買付予定数の上限（39,000 株）を超える場合は、その超える部分の全部又

は一部の買付け等を行わないものとし、法第 27 条の 13 第５項及び府令第 32 条に規定するあん分

比例の方式により、株券等の買付け等に係る受渡しその他の決済を行います。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１株未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主

等からの買付株数の合計が買付予定数の上限に満たない場合は、買付予定数の上限以上になるま

で、四捨五入の結果切捨てられた株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき１株の応

募株券等の買付けを行います。ただし、切捨てられた株数の等しい複数の応募株主等全員からこ

の方法により買付けを行うと買付予定数の上限を超えることとなる場合には、買付予定数の上限

を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽選により買付けを行う株主等を決定します。 

あん分比例の方式による計算の結果生じる１株未満の株数を四捨五入して計算した各応募株主

等からの買付株数の合計が買付予定数の上限を超える場合は、買付予定数の上限を下回らない数

まで、四捨五入の結果切上げられた株数の多い応募株主等から順次、各応募株主等につき買付株

数を１株減少させるものとします。ただし、切上げられた株数の等しい複数の応募株主等全員か

らこの方法により買付株数を減少させると買付予定数の上限を下回ることとなる場合には、買付

予定数の上限を下回らない範囲で、当該応募株主等の中から抽選により買付株数を減少させる株

主等を決定します。 

 

②公開買付けの撤回等の条件の有無、その内容及び撤回等の開示の方法 

金融商品取引法施行令（昭和 40 年政令第 321 号。その後の改正を含み、以下「令」といいま

す。）第 14 条第１項第１号イ乃至リ及びヲ乃至ソ、第３号イ乃至チ及びヌ、並びに同条第２項

第３号乃至第６号に定める事項のいずれかが発生した場合は、本公開買付けの撤回等を行うこ

とがあります。 

但し、令第 14 条第１項第３号ヌについては、同号イからリまでに掲げる事実に準ずる事実と

して、対象者が過去に提出した法定開示書類について、重要な事項につき虚偽の記載があり、

又は記載すべき重要な事項の記載が欠けていることが判明した場合をいいます。 

撤回等を行おうとする場合は、電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、

公開買付期間末日までに公告を行うことが困難である場合には、府令第 20 条に規定する方法に
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より公表し、その後直ちに公告を行います。 

 

③買付け等の価格の引下げの条件の有無、その内容及び引下げの開示の方法 

法第 27 条の６第１項第１号の規定により、公開買付期間中に対象者が令第 13 条第１項に定

める行為を行った場合には、府令第 19 条第１項に定める基準に従い、買付け等の価格の引下げ

を行うことがあります。買付け等の価格の引下げを行おうとする場合は、その変更内容等につ

き電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに公告

を行うことが困難である場合には、府令第 20 条に規定する方法により公表し、その後直ちに公

告を行います。買付け等の価格の引下げがなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株

券等についても、引き下げた価格で買付けを行います。 

 

④応募株主等の契約の解除権についての事項 

応募株主等は、公開買付期間中においては、いつでも公開買付けに係る契約を解除すること

ができます。契約の解除をされる場合は、公開買付期間末日の 15 時 30 分までに、以下に指定

する者の本店又は全国各支店に公開買付応募申込の受付票を添付のうえ、公開買付けに係る契

約の解除を行う旨の書面（以下「解除書面」といいます。）を交付又は送付して下さい。但し、

送付の場合は、解除書面が公開買付期間末日の15時30分までに到達することを条件とします。 

なお、公開買付者は、応募株主等による契約の解除があった場合においても、損害賠償又は

違約金の支払いを応募株主等に請求することはありません。また、応募株券等の返還に要する

費用も公開買付者の負担とします。解除を申し出られた場合は、応募株券等は手続終了後速や

かに前記「（８）決済の方法」の「④株券等の返還方法」に記載の方法により返還します。 

 

解除書面を受領する権限を有する者    みずほインベスターズ証券株式会社 

東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目 10番 30 号 

（その他のみずほインベスターズ証券株式会社

全国各支店） 

 

⑤買付条件等の変更をした場合の開示の方法 

公開買付者は、公開買付期間中、法第 27 条の６第１項により禁止される場合を除き、買付条

件等の変更を行うことがあります。買付条件等の変更を行おうとする場合は、その変更内容等

につき電子公告を行い、その旨を日本経済新聞に掲載します。但し、公開買付期間末日までに

公告を行うことが困難である場合は、府令第 20 条に規定する方法により公表し、その後直ちに

公告を行います。買付条件等の変更がなされた場合、当該公告が行われた日以前の応募株券等

についても、変更後の買付条件等により買付けを行います。 

 

⑥訂正届出書を提出した場合の開示の方法 

公開買付者が訂正届出書を関東財務局長に提出した場合は、直ちに訂正届出書に記載した内

容のうち公開買付開始公告に記載した内容に係るものを、府令第 20 条に規定する方法により公

表します。また、直ちに公開買付説明書を訂正し、且つ既に公開買付説明書を交付している応

募株主等に対しては、訂正した公開買付説明書を交付して訂正します。但し、訂正の範囲が小

範囲に止まる場合には、訂正の理由、訂正した事項及び訂正後の内容を記載した書面を作成し、

その書面を応募株主等に交付する方法により訂正します。 

 

⑦公開買付けの結果の開示の方法 
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本公開買付けの結果については、公開買付期間末日の翌日に、令第９条の４及び府令第 30 条

の２に規定する方法により公表します。 

 

⑧その他 

本公開買付けは、直接間接を問わず、米国内において又は米国に向けて行われるものではな

く、また米国の郵便その他の州際通商又は国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファク

シミリ、電子メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）を使用して行

われるものではなく、更に米国内の証券取引所施設を通じて行われるものでもありません。上

記方法・手段により、若しくは上記施設を通じて、又は米国内から本公開買付けに応募するこ

とはできません。また、本書又は関連する買付書類は、米国内において若しくは米国に向けて、

又は米国内から、郵送その他の方法によって送付又は配布されるものではなく、かかる送付又

は配布を行うことはできません。上記制限に直接又は間接に違反する本公開買付けへの応募は

お受けしません。 

本公開買付けの応募に際し、応募株主等（外国人株主等の場合はその常任代理人）は公開買

付代理人に対し、以下の旨の表明及び保証を行うことを求められることがあります。応募株主

等が応募の時点及び公開買付応募申込書送付の時点のいずれにおいても、米国に所在していな

いこと。本公開買付けに関するいかなる情報（その写しを含みます。）も、直接間接を問わず、

米国内において若しくは米国に向けて、又は米国内から、これを受領したり送付したりしてい

ないこと。買付け又は公開買付応募申込書の署名交付に関して、直接間接を問わず、米国の郵

便その他の州際通商若しくは国際通商の方法・手段（電話、テレックス、ファクシミリ、電子

メール、インターネット通信を含みますが、これらに限りません。）又は米国内の証券取引所施

設を使用していないこと。他の者の裁量権のない代理人又は受託者・受任者として行動する者

でないこと（当該他の者が買付けに関する全ての指示を米国外から与えている場合を除きま

す。）。 

 

（10）公開買付開始公告 

   平成 23 年６月８日（水曜日） 

 

（11）公開買付代理人 

   みずほインベスターズ証券株式会社  東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目 10 番 30 号 

 

３．公開買付け後の方針等及び今後の見通し 

（１）本公開買付け後の方針 

   本公開買付け後の方針については、「１．買付け等の目的等」をご参照ください。 

 

（２）本公開買付けによる業績への影響については精査しており、当社の業績予想の修正の必要及び

公表すべき事実が生じた場合には、取引所の適時開示規則に基づき、速やかに発表いたします。 

 

４．その他 

（１）公開買付者と対象者又はその役員との間の合意の有無及び内容 

対象者プレスリリースによれば、対象者取締役会は、本公開買付けについて、慎重に協議、検

討を行った結果、本公開買付けにより公開買付者が伊藤忠商事保有の対象者普通株式を取得する

ことは、両社の協力関係がより強固なものになることから、今後の対象者の事業の発展と企業価

値増大に大きく貢献できるものと判断したとのことです。また、対象者取締役会は、公開買付者

から提示された買付価格に対する意思決定において、その公平性を担保するために、対象者のフ

ァイナンシャル・アドバイザーであるバニラックスに対して対象者の株式価値の算定を依頼し、

バニラックスから平成23年６月７日付「株式価値算定書」を取得したとのことです（なお、対象
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者はバニラックスに対し買付価格の公平性に関する意見（フェアネス・オピニオン）を求めてい

ないとのことです。）。当該「株式価値算定書」においては、市場株価分析、ＤＣＦ分析、類似

企業比較分析による３通りの分析を行っており、対象者の普通株式１株当たりの価値算定結果の

範囲は、それぞれ23,070円～30,898円、32,097円～39,229円、29,073円～35,534円となったとの

ことです（なお、市場株価分析については、測定期間として、平成23年６月６日を基準日として、

基準日、１ヶ月平均、３ヶ月平均ならびに６ヶ月平均を使用したとのことです。）。対象者取締

役会は、公開買付者から提示された買付価格について、上記「株式価値算定書」を踏まえ、対象

者の事業価値等を総合的に勘案し討議した結果、公開買付者は対象者普通株式の上場を維持する

意向であること等から、平成23年６月７日開催の対象者取締役会において、本公開買付けに賛同

すること及び本公開買付けに応募するか否かについては中立の意見とし、株主の皆様の判断に委

ねることにつき、利益相反のおそれを回避する観点から新宮達史氏及び根岸成行氏の２名を除く

取締役全員一致で決議したとのことです。 

 

ご参考：対象者普通株式の東京証券取引所マザーズ市場における価格は、 

平成23年６月６日の終値 23,070円、 

平成23年６月６日までの 過去１ヶ月間の終値の単純平均値 25,392円、 

平成23年６月６日までの 過去３ヶ月間の終値の単純平均値 24,653円、 

平成23年６月６日までの 過去６ヶ月間の終値の単純平均値 30,898円 

となります。 

 

対象者の取締役である新宮達史氏及び根岸成行氏は対象者の筆頭株主である伊藤忠商事の従業

員を兼務しておりますので、利益相反のおそれを回避する観点から対象者の取締役会における本

公開買付けに関する審議及び決議には参加しておらず、対象者の立場において協議・交渉にも参

加していないとのことです。また、対象者の監査役である数面浩尚氏についても、対象者の筆頭

株主である伊藤忠商事の従業員を兼務していることから、利益相反のおそれを回避する観点より

対象者の取締役会における本公開買付けに関する審議には参加しておらず、対象者の監査役４名

のうち審議に参加した３名が、対象者の取締役会が本公開買付けに賛同すること及び本公開買付

けに応募するか否かについては中立の意見とし株主の皆様の判断に委ねると表明することに異議

がない旨の意見を述べているとのことです。 

一方で、代表取締役の星野洋氏、監査役の鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏の３名は伊藤忠商事の出身

者でありますが、すでに同社を退職しており、星野洋氏が審議及び決議に参加することならびに

鈴木寿氏及び石垣晃嗣氏が本公開買付けに関する意見を表明することにつき、利益相反の疑いは

有しないとの見解を法律事務所からアドバイスを受けた上で取締役会にて判断しているとのこと

です。 

 

なお、対象者は、意思決定の恣意性を排除し、対象者の意思決定過程の公正性、透明性及び客

観性を確保することを目的として、公開買付者と利害関係のない対象者の社外監査役である（東

京証券取引所に独立役員として届出している）美澤臣一氏に対し、(ⅰ)本公開買付けにおける目

的の公正性（対象者企業価値の向上の有無）、(ⅱ)本公開買付けに係る交渉過程の手続きの公正性、

(ⅲ）本公開買付けに係る公正な手続きを通じた少数株主の利益への配慮に合理性があるかを諮問

したとのことです。 

美澤臣一氏は、上記諮問事項について対象者から本公開買付けについて説明を受け、検討した

結果、平成 23 年６月６日に対象者に対し、(ⅰ)本公開買付けは、発行済株式総数の 47.96％を保

有する伊藤忠商事に代わり公開買付者が親会社になることが、対象者と対象者の既存取引先との
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関係に対し負の影響を与えないことを前提として、公開買付者との協業による新規事業開発等に

より対象者の企業価値向上が期待できるものである、(ⅱ)本公開買付けに係る交渉過程の手続き

は公正であると認められる、(ⅲ）本公開買付けに係る公正な手続きを通じた少数株主の利益への

配慮はなされている、とする意見書を提出しているとのことです。 

 

また、当社及び対象者は、平成23年６月７日付で本資本業務提携契約を締結いたしました。本

資本業務提携契約の概要は以下のとおりです。 

 

① 当社と対象者とは、本公開買付けを通じて、当社が対象者の株式を取得・保有することにより

資本提携を行う。 

② 当社と対象者とは、以下の各分野において業務提携することとし、具体的な取組みについては、

定期的に検討の進捗状況、成果その他の事項について相互に協議を行う。 

(a) 対象者提供のＥＣサイトにおける当社の提供する決済プラットフォームの標準化 

(b) テレビ局、アーティスト、スポーツなど各種イベントにおける電子認証サービスの共同展

開 

(c) 対象者のモバイル分野の技術力・ノウハウ及びコンシューマー向けマーケティング力と当

社の決済機能・認証機能をシームレスに組み合わせた事業者向けＥＣプラットフォームの

クラウド対応とそのソリューションの共同展開 

(d) スマートフォンアプリケーションの開発などシステム開発・運用ノウハウにおける技術的

連携 

③ 当社は本資本業務提携に基づく人事交流の一環として、以下のとおり、対象者の非常勤取締役

３名、非常勤監査役１名を指名・派遣することができる。 

(a) 対象者は、かかる者を選任するため、本臨時株主総会を開催のうえ、かかる議案を提出し、

その他必要な手続きに協力する。 

(b) 本公開買付けにより対象者の株主総会における総議決権の50％超の議決権を取得しなか

った場合、当社は当該議決権が50％超に達するまで、前項に定める取締役の員数を４名と

することができ、対象者はかかる増員を了承する。なお、本項に基づいて当社の指定する

４名の取締役が株主総会決議において承認された後に、当社の当該議決権が50％超に達し

た場合、当社は自らが指定した取締役のうち１名を50％超に達した日から１ヶ月以内に辞

任させるものとする。 

(c) 本資本業務提携に基づく役員・従業員の出向その他の人事交流に関する詳細については、

本資本業務提携に係る協議を踏まえ、その時々において協議のうえ決定する。 

 

（２）投資者が買付け等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報 

Ａ．当社と対象者株主との間における応募に関する合意 

当社は対象者の筆頭株主である伊藤忠商事（所有株式数：28,714株、株式所有割合：47.96％）

との間で、平成23年６月７日付で本応募契約を締結し、伊藤忠商事が保有する対象者普通株式の

全てについて本公開買付けに応募する旨の合意をしております。 

 

但し、本公開買付けの買付期間終了日までの間に、対象者の株式を対象とする本公開買付け以外

の公開買付けが開始された場合において、伊藤忠商事が本公開買付けに応募することが伊藤忠商

事の取締役の善管注意義務に違反する蓋然性が高い場合においては、伊藤忠商事は、本公開買付

けに応募せず、又はこれを撤回出来るものとしております。 
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また、本公開買付けが成立することを条件として、本公開買付け終了後、最初に開催される対象

者の臨時株主総会の終結時点をもって、伊藤忠商事に在籍している対象者の取締役及び監査役は

退任することについて、当社及び伊藤忠商事において合意しております。 

 
Ｂ．対象者は平成23年３月２日付で親会社の異動に関する臨時報告書を提出しております。当該臨

時報告書の概要は以下の通りです。なお、以下の本文中において「当社」とあるのは対象者を

指します。 

 

１ 提出理由 

 当社の親会社に異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の

開示に関する内閣府令第19条第２項第３号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであ

ります。  

  

２ 報告内容 

親会社の異動  

（１）当該異動に係る親会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

 ①名称        伊藤忠商事株式会社 

 ②住所        東京都港区北青山２－５－１ 

 ③代表者の氏名    代表取締役社長 岡藤 正広 

 ④資本金       202,241百万円 

 ⑤事業の内容     総合商社 

 

（２）当該異動の前後における当該提出会社の親会社の所有に係る当該提出会社の議決権の数及

び当該提出会社の総株主等の議決権に対する割合 

 所有議決権の数  
総株主等の議決権の数に対する

割合  

異動前  30,714個  51.30％ 

異動後  28,714個  47.96％ 

（注）１．総株主等の議決権の数に対する割合は、平成22年12月31日現在の議決権の総数59,868

個を分母として計算しております。  

２．総株主等の議決権の数に対する割合は、小数点以下第３位を四捨五入して計算してお

ります。 

 

（３）当該異動の理由及びその年月日  

 ①異動の理由 

 当社の親会社であった伊藤忠商事株式会社が平成23年３月２日に行った当社株式の立会外

分売により、同社が保有する当社の総株主等の議決権の数に対する割合が50％未満になったこ

とにより、当社の親会社に該当しないこととなり、その他の関係会社に該当することとなりま

した。 

 ②異動の年月日  

   平成23年３月２日 

 

Ｃ．伊藤忠商事より、上記Ｂ．に伴う「変更報告書No.３」が平成23年３月３日付で提出されており

ます。 
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Ｄ．対象者は平成23年５月６日に平成23年３月期決算短信（非連結）を公表しております。当該公

表に基づく平成23年３月期の対象者の損益状況等は以下の通りです。なお、当該内容につきま

しては、法193条の２第１項の規定に基づく監査法人の監査を受けておりません。また、以下の

公表内容の概要は、対象者が公表した内容を一部抜粋したものであり、公開買付者はその正確

性及び真実性について独自に検証を行っておりません。詳細につきましては、当該公表の内容

をご参照ください。 

①損益の状況 

決算年月 平成 23 年３月期 
（第 13 期） 

売上高 2,318,303 千円

売上原価 1,239,146 千円

販売費及び一般管理費 1,277,437 千円

営業外収益 1,360 千円

営業外費用 42 千円

当期純利益（当期純損失） △251,210 千円

 

②１株当たりの状況 

決算年月 
平成 23 年３月期 
（第 13 期） 

１株当たり当期純損益 △4,196.07 円

１株当たり配当額 －円

１株当たり純資産額 48,239.28 円

なお、対象者は、本公開買付けに係る公開買付期間中である平成23年６月24日に、平成23年

３月期（第13期）に係る有価証券報告書を提出する予定とのことです。 

 

Ｅ．対象者は、平成23年５月24日開催の取締役会において、平成23年６月24日開催予定の第13回定

時株主総会に付議する取締役選任の議案の候補者について決議し、同日に「役員人事に関する

お知らせ」を公表しております。その概要は以下の通りですが、詳細につきましては、当該公

表の内容をご参照ください。 

 

１． 取締役（平成23年６月24日付） 

新任取締役候補者（１名） 

取締役 花嶋 志郎 （はなじま しろう） （現 当社経営管理部門長） 

重任取締役候補者（４名） 

取締役 星野 洋 （ほしの よう） （現 代表取締役社長） 

取締役 石井 知紀 （いしい とものり） （現 取締役） 

取締役（非常勤） 新宮 達史 （しんぐう たつし） 

（現 伊藤忠商事株式会社通信・モバイルビジネス部長） 

取締役（非常勤） 福岡 智彦 （ふくおか ともひこ） 

（現 バウンディ株式会社代表取締役社長） 

※ 福岡智彦氏及び新宮達史氏は社外取締役候補者であります。 

 

２． 退任予定取締役（平成23年６月24日付） 

取締役（非常勤） 根岸 成行 （ねぎし まさゆき） 
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Ⅱ．本資本業務提携契約について 

 

１．本資本業務提携契約締結の背景と目的 

前記「Ⅰ．本公開買付けについて」「１．買付け等の目的等」「（２）本公開買付けの目的及び背

景」をご参照ください。 

 

 

２．本資本業務提携契約の概要 

前記「Ⅰ．本公開買付けについて」「１．買付け等の目的等」「（３）本資本業務提携の概要」を

ご参照ください。 

 

 

３．株式会社ナノ・メディアの概要 

前記「Ⅰ．本公開買付けについて」「２．買付け等の概要」「（１）対象者の概要」をご参照くださ

い。なお、当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態に関する数値は下記の通りです。 

当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 20 年３月期 平成 21 年３月期 平成22年３月期（※）

純資産 4,396,713 千円 3,237,674 千円 3,139,199 千円

総資産 5,261,662 千円 3,754,155 千円 3,596,386 千円

１株当たり純資産 72,424.46 円 54,080.22 円 52,435.36 円

売上高 5,811,848 千円 3,799,518 千円 2,539,272 千円

営業利益又は営業損失 3,152 千円 △420,527 千円 △109,183 千円

経常利益又は経常損失 15,783 千円 △415,223 千円 △106,491 千円

当期純利益又は当期純損失 △355,527 千円 △1,098,233 千円 △98,474 千円

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期純損失 

△5,938.83 円 △18,344.24 円 △1,644.86 円

１株当たり配当金 ― 円 ― 円 ― 円

（※）平成 22 年３月期は非連結の数値です。 

（注）対象者は平成 23 年５月６日に平成 23 年３月期決算短信（非連結）を公表しております。当該

内容につきましては、前記「Ⅰ．本公開買付けについて」「４．その他」「（２）投資者が買付け

等への応募の是非を判断するために必要と判断されるその他の情報」をご参照ください。 

 

４．今後の日程 

平成 23 年６月７日（火）  当社取締役会決議、本資本業務提携契約書の締結 

平成 23 年６月８日（水）  本公開買付けの開始（予定） 

平成 23 年７月 11 日（月）  本公開買付けの終了（予定） 

平成 23 年７月 12 日（火）  本公開買付けの結果の公表（予定） 

 

５．今後の見通し 

本資本業務提携契約の締結による業績への影響については精査しており、当社の業績予想の修正

の必要及び公表すべき事実が生じた場合には、取引所の適時開示規則に基づき、速やかに発表いた

します。 

 

以 上 
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